























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































区　　　　　　分 定 ∋ 備 考
（略）
｛L 1
所轍司国立酷研究所 1 75人 1
（略）
（昭和41年4月5日文部省令第21号で，昭和41年4月1日から適用）
8．　教育公務員特例法（抄） （昭和24年1月12日　法律第1号）
　　　第1章総則
　（この法律の趣旨）
ca　1条　この法律は，教育を通じて国民全体に奉仕する教育公務員の職務とその責任の
　特殊性に基き，教育公務員の任免，分限，懲戒，服務及び研修について規定する。
　　　　第2章　任免，分限，懲戒及び服務
　　　　　第1節　大学の学長，教員叉び部局長
　（採用及び昇任の方法）
第4条学長及び部局長の採用並びに教員の採用及び昇任は，選考によるものとし，そ
　の選考は，大学管理機関が行う。
2　前項の選考は，学長については，人格が高潔で，学識がすぐれ，且つ，教育行政に
　関し識見を有する者について，大学管理機関の定める基準により，学部長について
　は，当該学部の教授会の議に基き，教員及び学部長以外の部局長については，大学管
　理機関の定める基準により，行わなければならない。
　（休職の期間）　　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
第7条　学長，教員及び部局長の休職の期間は，心身の飲障のため長期の休養を要する
　場合の休職においては，個々の場合について，大学管理機関が定める。
　（服務）
第11条　国立大学の学長，教員及び部局長の服務について，国家公務員法（昭和22年法
一38一
　律第120号）第9β条第1項の根本基準の実施に関し必要な事項は，同法第97条から第
　ユ05条までに定めるものを除いては，大学管理機関が定める。
　〈略）
　（勤務成績の評定）
第12条　学長，教員及び部局長の勤務成績の評定及び評定の結果に応じた措置は・大学
　管理機関が行う。
12前項の勤務成績の評定は，大学管理機関力淀める基準により，行わなけれ｝紘らな
　・いo
　　　第3章研修
　（研修）
第19条　教育公務員は，その職責を遂行するために，絶えず研究と修養に努めなければ
　ならない。
2　教育公務員の任命権者は，教育公務員の研修について，それに要する施設・研修を
　奨励するための方途その他研修に関する計画を樹立し，その実施に努めなければなら
　ない。
　（研修の機会）
第20条　教育公務員には，研修を受ける機会が与えられなければならない。
2　教員は，授業に支障のない限り，本属長の承認を受けて，勤務場所を離れて研修を
　行うことができる。
3　教育公務員は，任命権者の定めるところにより，現職のままで，長期にわたる研修
　を受けることができる。
　　　　第4章雑．則
　（兼職及び他の事業等の従事）
一第21条　教育公務員は，教育に関する他の職を兼ね，又は教育に関する他の事業若しく
　は事務に従事することが本務の遂行に支障がないと任命権者（地方教育行政の組織及
　び運営に関する法律第37条第1項に規定する県費負担教職員については，市町村の教
　育委員会）において認める場合には，給与を受け，又は受けないで，その職を兼ね，
　又はその事業若しくば事務に従事することができる。
2　前項の場合においては，国家公務員たる教育公務員にあっては，国家公務員法第
　101条第1項の規定に基く命令又は同法第104条の規定による承認又は許可を要せず，
　地方公務員たる教育公務員にあっては地方公務員法第38条第2項の規定により人事委
　員会が定める許可の基準によることを要しない。
　（略）
　（教育公務員以外の者に対するこの法律の準用）
第22条　国立叉は公立の学校において教員の職務に準ずる職務を行う者，文部省設置法
　　（昭和24年法律第146号）第14条に掲げる機関（日本芸術院を除く。）並びに文化財保護法
　（昭和25年法律第214号）第20条に掲げる国立博物館及び国立文化財研積所の長及びそ
一39一
　の職員のうちもっぱら研究又は教育に従事する者，国立養護教諭養成所設置法（昭和i
　40年法律第16号）による国立養護教諭養成所の所長，教授，助教授及び助手並びに国
　立又は公立の各種学校の校長及び教員については，政令の定めるところにより，この・
　法律の規定を準用する。
　　　　附　則
　（施行期日）
第23条　この法律は，公布の日から施行する。
2　この法律中の規定が，国家公務員法又は地方公務員法の規定に矛盾し，又はてい触
すると認められるに至った場合は，国家公務員法又は地方公務員法の規定が優先す
　るo
　（略）
　　　附　則
　（施行期目）
1　この法律は，昭和40年4月1日から施行する。
（略）
9．教育公務員特例法施行令（抄） （昭和24年1月！2日　政令第6号）
　（教育公務員以外の老）
　（略）
第5条の2　文部省設置法（昭和24年法律第146号）第14条に掲げる機関（日本芸術院を除
　く。）並びに文化財保護法（昭和25年法律第214号）第20条に掲げる国立博物館及び国立
　文化財研究所の長及びその職員のうちもっぱら研究又は教育に従事する者並びに国立
　養護教諭養成所設置法（昭和40年法律第16号）による国立養護教諭養成所の所長，教
　授，助教授及び助手については，法第4条，第7条，第11条，第12条，第19条，第20・
　条及び第21条中国立大学の学長及び教員に関する部分の規定を準用する。この場合に
　おいて，これらの規定中「大学管理機関」とあるのは「任命権者」と読み替え，これ
　らの機関の長及びその職員をそれぞれ学長及び教員に準ずる者としてこれらの規定を
　準用するものとする。
　　（略）
　　　　附　則
　この政令は，昭和40年4月1日から施行する。
一 40一
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所在地　　東京都北区稲付西山町（旧陸軍兵器補給廠跡）
電話　　（900）3111（代）
○　国電巣鴨駅からバス志村方面行きで清水町下車
○　国電池袋駅東口から蓮根町・浦和・赤羽駅西口行き
　　バスで清水町下車（清水町バス停から研究所まで約300米）
○　国電十条駅から約1，　200米　徒歩約15分
　　　　　　　　　　　　　　一1　　昭和41年7月1日　　　｝
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